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本レポートは、経済産業大臣の認定を受けた経営発達支援計画に基づき作成・発刊いたします。

突然発生します！
地震、水害、感染症拡大などの緊急事態

緊急時に倒産や事業縮小といった危機を防ぐためには、平常時から準備しておき、緊
急時に事業の継続・早期復旧を図ることが重要となります。

自然災害や感染症拡大の影響は、個々の事業者だけでなく、サプライチェーン（取引先
等）全体にも大きな影響を及ぼすおそれがあります。

認定を受けた事業者は、税制措置や金融支援、補助金の
加点などの支援策が受けられます。

このようなことを背景に、中小企業・小規模事業者の自然災害等に対する事前対策（防災・
減災対策）を促進するため、事業者がその取組内容（事前対策）をとりまとめた計画（名称：
事業継続力強化計画）を国が認定する制度が設けられています。

家族経営なので家族で防災対策を話し合うきっかけになりまし
た。こうしたきっかけが無ければ、家族で防災の取組を話し合うこ
ともありませんでした。防災の取組については災害が起こらない
可能性もあり、面倒くさいという意識がある方も多いと思います。
しかし国の施策があるので活用しない手はないと思っています。

（クリーニング業：個人事業主）

◆認定を受けた事業者の声◆

新型コロナウィルスが流行した際、改めて生徒や職員を守る上
で‘’想定外のこと‘’が起きた時にどのように対応して準備するか
が大切だと実感しました。ものづくり補助金の加点措置になること
で本制度を知り、事業継続力強化計画を策定することで今一度
災害時の初動対応や事前対策を整理して、万が一の時の影響を
最小限に抑えたいと考え、計画の策定に至りました。

（学習塾経営：法人）

事業継続力強化計画の認定事業者数は、約36,500件
（令和3年12月末時点）です！

次はあなたが！
商工会がお手伝いいたします。

【関東経済産業局HPに掲載されている
モデル事例から抜粋して記載しています】



▸全国の小規模企業景気動向調査 

▶地域別景況予報 2023年9～11月期見通し

▸岐阜県最低賃金

【飛騨地域情報】東海北陸清見IC交通量と高山市営駐車場利用状況（バス・大型車）

観光産業が地域経済に及ぼす影響が大きい飛騨地域にあって、交通量はその状況を表す指標になりうるため、これまでも
高速道路や安房峠道路の通行量について触れてきました。今回は、高速道路と高山市営駐車場のバスと大型車（以下、「バ
ス等」とする）に絞った利用状況に触れてみたいと思います。
高速通行量は今年はほぼコロナ前（H31/R1)の水準まで回復しています。一方、バス等の市営駐車場利用状況比較では、
コロナ前に比べて4月88％、5月83％、6月71％の回復にとどまっています。バス等はそのほとんどが観光需要のため、より
観光入込の状況を表しているといえます。上記2つのグラフだけでの判断はできませんが、コロナ禍を経てバス等での団体
旅行から個人旅行にシフトしている可能性もありそうです。7月以降の状況にも注目していきます（次回掲載予定）。

岐阜県最低賃金は、県内で働くすべての労働者に適用されます。ただし、
別に定める産業に従事する労働者は、該当する特定 (産業別)最低賃金と
岐阜県最低賃金を比較して、いずれか高い方が適用となります。

（詳細は岐阜労働局HPでご確認ください）

令和5年10月1日より

950円（時間給40円UP）

酷暑や災害に阻まれ持続的な回復はまだ遠い小規模企業景況

全国の商工会経営指導員が実施した２３年７月期の小規模
企業景気動向調査の結果です。産業全体では売上額DIが小幅
に改善、資金繰り・業況DIはわずかに悪化しました。夏休み
シーズンのレジャー需要や、自粛されていたイベントの活発
化が売上改善に繋がりましたが、猛暑や豪雨の影響で期待以
上に客足は伸びていません。一方でコスト高や、従業員不足
による受注機会のロス、ゼロゼロ融資の元金返済開始により
資金繰りが立ち行かず、廃業を選択する事業者が増加傾向に
あります。 【出典：全国商工会連合会 ７月期小規模企業景気動向調査】

半導体不足の解消と食品製造の受注が堅調
であることから、生産活動と設備投資がけん
引し3ヵ月後の景気は良化を見込んでいます。
唯一、飛騨・郡上地域は観光客は増えてい

るものの、人手不足により受け入れ体制が
整っていない事や土木関連で公共工事の減少
の影響が大きく悪化の見通しとなっています。
企業収益は原材料、人件費、燃料費等の高

騰に価格転嫁が追いつかず、すべての地域で
悪化する見通しとなっています。

【出典：株式会社OKB総研 景気指数調査
（公開値の加工編集を行っています）】
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